
岩手県地域公共交通活性化協議会設置要綱 新旧対照表（案） 

 

○地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱の改正により、これまで岩手県生活交通対策協議会で行っ

てきた国庫補助の交付を受けるための計画の承認を、岩手県地域公共交通活性化協議会（法定協議会）で行

う必要が生じたことから、両協議会の役割を法定協議会に集約するとともに、所要の整備を行うもの。 

改正前 改正後 

（設置） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律（平成19年法律第59号。以下「法」という。）

第６条第１項の規定に基づき、岩手県地域公共交

通計画の作成及び実施に関する協議を行うため、

岩手県地域公共交通活性化協議会（以下「協議会

」という。）を設置する。 

 

 

（協議事項） 

第２条 協議会は次に掲げる事項について、協議す

るものとする。 

(1) 岩手県地域公共交通計画の策定及び変更に

関すること。 

(2) 岩手県地域公共交通計画の実施に関するこ

と。 

(3) 岩手県地域公共交通計画に位置付けられた

事業の実施に関すること。 

 

 

 

 

 

 

(4) 前各号に掲げるもののほか、協議会の目的

を達成するために必要なこと。 

 

（組織） 

第３条 協議会の委員は、別表１に掲げる者のうち

から、岩手県知事が委嘱又は任命する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定について、欠員が生じた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする

。 

 

（設置） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律（平成19年法律第59号。以下「法」という。）

第６条第１項の規定に基づき、岩手県地域公共交

通計画の作成及び実施に関する協議を行うととも

に、岩手県における乗合バスに係る生活交通の確

保を図るため、岩手県地域公共交通活性化協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（協議事項） 

第２条 協議会は次に掲げる事項について、協議す

るものとする。 

(1) 岩手県地域公共交通計画の策定及び変更に

関すること。 

(2) 岩手県地域公共交通計画の実施に関するこ

と。 

(3) 岩手県地域公共交通計画に位置付けられた

事業の実施に関すること。 

(4) 生活交通（地域住民の日常生活に必要不可

欠なバス輸送サービスであって、他に代替でき

る公共交通機関がないものをいう。以下同じ。

）のあり方に関すること。 

(5) 具体的な路線に係る生活交通の確保に関す

ること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、協議会の目的

を達成するために必要なこと。 

 

（組織） 

第３条 協議会の委員は、別表１に掲げる者のうち

から、岩手県知事が委嘱又は任命する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定について、欠員が生じた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする

。 

 



（会議） 

第４条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する

。 

４ 副会長は岩手県ふるさと振興部交通政策室長を

もって充てる。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき

、又は会長が不在のときはその職務を代理する。 

 

（会議の運営等） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は

、会長が招集し、会長が議長となる。 

 

 

 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くこ

とができない。 

３ 委員（別表１の学識経験者を除く。）は、都合

により会議を欠席する場合、代理の者を出席させ

ることができることとし、あらかじめ会長に代理

の者の氏名等を報告することにより、その代理の

者の出席をもって当該委員の出席とみなす。 

４ 協議会の決議の方法は、出席委員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

５ 協議会は、原則として公開とする。ただし、会

議を公開することにより公正かつ円滑な議事運営

に支障が生じると認められる協議については、非

公開で行うものとする。 

 

（委員以外の出席） 

第６条 会長は、必要があると認めたときは、委員

以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くこと

がきる。 

 

 

 

 

 

 

（会議） 

第４条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する

。 

４ 副会長は岩手県ふるさと振興部交通政策室長を

もって充てる。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき

、又は会長が不在のときはその職務を代理する。 

 

（会議の運営等） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は

、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長は、特定の事案に係る議決に参加させるこ

とが望ましくない委員について、当該事案に係る

議決に参加させないことができる。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くこ

とができない。 

４ 委員（別表１の学識経験者を除く。）は、都合

により会議を欠席する場合、代理の者を出席させ

ることができることとし、あらかじめ会長に代理

の者の氏名等を報告することにより、その代理の

者の出席をもって当該委員の出席とみなす。 

５ 協議会の決議の方法は、出席委員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

６ 協議会は、原則として公開とする。ただし、会

議を公開することにより公正かつ円滑な議事運営

に支障が生じると認められる協議については、非

公開で行うものとする。 

 

（委員以外の出席） 

第６条 会長は、必要があると認めたときは、委員

以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くこと

がきる。 

 

（書面による決議） 

第７条 協議会は、次に掲げる場合であって会長が

認めるものについて、書面による決議を行うこと

ができる。 

(1) 至急の決議が必要で、協議会を開催するい



 

 

 

 

 

 

 （地域別部会の設置） 

第７条 協議会には、第２条の各号に掲げる事項に

関して、地域の実情に応じた協議等を行うため、

広域振興局の所管区域ごとに地域別部会（以下「

地域別部会」という。）を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （地域別部会の組織） 

第８条 地域別部会の委員は、別表２に掲げる者の

うちから、岩手県知事が委嘱又は任命する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定について、欠員が生じた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする

。 

 

 （地域別部会の会議） 

第９条 地域別部会に部会長及び部会長代理を置く

。 

２ 部会長は広域振興局経営企画部企画推進課長を

、部会長代理は部会長が指名する者を以て充てる

。 

３ 部会長は、地域別部会を代表し、その会務を総

理する。 

４ 部会長代理は、部会長を補佐し、部会長に事故

あるとき、又は部会長が不在のときはその職務を

代理する。 

 

 （地域別部会の運営等） 

第10条 第５条及び第６条の規定は、地域別部会に

とまがない場合 

(2) 事前に各委員から書面による決議の了承を

受けている場合 

(3) その他、書面による決議とするやむを得な

い事情のある場合 

 

（部会の設置等） 

第８条 協議会には、生活交通対策部会及び広域振

興局の所管区域ごとに地域別部会を置き、それぞ

れ別表２に掲げる事項を協議する。 

２ 協議会は、次に掲げる事項については、部会の

議決をもって、協議会の議決とすることができる

。 

(1) 生活交通対策協議会の協議事項 

(2) 地域別部会の協議事項のうち第２条第５号

に関すること 

３ 協議会は、部会が決議した事項を尊重しなけれ

ばならない。 

 

 （部会の組織） 

第９条 部会は、別表２に掲げる委員をもって組織

する。 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 



準用する。この場合において、第５条及び第６条

中「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるも

のとする。 

２ 地域別部会が決議した事項について協議会に報

告することとし、協議会においては、その報告を

尊重しなければならない。 

 

（協議結果の尊重義務） 

第11条 協議会で協議が整った事項については、協

議会及び地域別部会の構成員はその協議結果を尊

重しなければならない。 

 

（事務局） 

第12条 協議会及び地域別部会の事務局は岩手県ふ

るさと振興部交通政策室に置く。 

 

 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、協議会及び

地域別部会の運営に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成30年４月１日から施行する

。 

２ 協議会及び地域別部会の設置初年度の委員の

任期は、第３条第２項の規定にかかわらず、平

成32年３月31日までとする。ただし、協議会に

おける市町村の委員の任期は平成31年３月31日

までとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年３月23日から施行する

。 

２ 岩手県地域公共交通網形成計画の協議事項が

終了するまでの間、この要綱による改正後の要

綱の規定の適用について、「岩手県地域公共交

通計画」とあるのは「岩手県地域公共交通計画

 

 

 

 

 

 

 

（協議結果の尊重義務） 

第10条 協議会で協議が整った事項については、協

議会及び部会の構成員はその協議結果を尊重しな

ければならない。 

 

（事務局） 

第11条 協議会及び生活交通対策部会の事務局は、

岩手県ふるさと振興部交通政策室に置き、地域別

部会の事務局は別に定める。 

 

（その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、協議会及び

部会の運営等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

１ この要綱は、平成30年４月１日から施行する

。 

２ 協議会及び地域別部会の設置初年度の委員の

任期は、第３条第２項の規定にかかわらず、平

成32年３月31日までとする。ただし、協議会に

おける市町村の委員の任期は平成31年３月31日

までとする。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年３月23日から施行する

。 

２ 岩手県地域公共交通網形成計画の協議事項が

終了するまでの間、この要綱による改正後の要

綱の規定の適用について、「岩手県地域公共交

通計画」とあるのは「岩手県地域公共交通計画



及び岩手県地域公共交通網形成計画」とする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１（第３条関係） 

・国土交通省東北運輸局 

・岩手県 

・代表市町村 

・公共交通事業者 

・公益社団法人岩手県バス協会 

・一般社団法人岩手県タクシー協会 

・岩手県交通運輸産業労働組合協議会 

・道路管理者 

・公安委員会 

・公共交通利用者 

・学識経験者 

・公益財団法人岩手県観光協会 

 

別表２（第７条関係） 

・国土交通省東北運輸局岩手運輸支局 

・岩手県 

・市町村 

・関係バス事業者 
 

及び岩手県地域公共交通網形成計画」とする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和 年 月 日から施行する

。 

２ この要綱による改正前の岩手県地域公共交通

活性化協議会設置要綱の規定により委嘱又は任

命されている地域別部会の委員の任期は、この

要綱の施行日の前日に満了したものとみなす。 

３ 岩手県生活交通対策協議会設置要綱（平成13

年１月22日）は廃止する。 

 

別表１（第３条関係） 

・国土交通省東北運輸局 

・岩手県 

・代表市町村 

・公共交通事業者 

・公益社団法人岩手県バス協会 

・一般社団法人岩手県タクシー協会 

・岩手県交通運輸産業労働組合協議会 

・道路管理者 

・公安委員会 

・公共交通利用者 

・学識経験者 

・公益財団法人岩手県観光協会 

 

別表２（第８条及び第９条関係） 

生

活

交

通

対

策

部

会 

協

議

事

項 

・第２条第１号から第３号までに掲

げる事項のうち、地域公共交通確

保維持事業に関すること。 

・第２条第４号及び第５号に関する

こと。 

委

員 

・東北運輸局岩手運輸支局長 

・岩手県ふるさと振興部交通政策室

長 

・岩手県ふるさと振興部交通政策室

地域交通課長 

・各広域振興局経営企画部長 

・各市町村担当部長（担当部を置か

ない市町村にあっては担当室課長



。） 

・公益社団法人岩手県バス協会専務

理事 

・各バス事業者担当役員又は担当部

長 

・岩手県交通運輸産業労働組合協議

会のバス関係役員 

地

域

別

部

会 

協

議

事

項 

・第２条第１号から第３号及び第６

号に掲げる事項について、地域の

実情に応じたこと。 

・第２条第５号に関すること。 

委

員 

・国土交通省東北運輸局岩手運輸支

局首席運輸企画専門官 

・岩手県ふるさと振興部交通政策室

地域交通課長 

・岩手県ふるさと振興部交通政策室

特命課長（公共交通網形成） 

・各広域振興局経営企画部企画推進

課長 

・各市町村バス担当室課長 

・関係バス事業者担当役員又は担当

部長 

 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 


